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■ はじめに   

  

近年、建設業界では、人材不足の深刻化、働き方改革への対応、品質確保の高度化

など、受発注者を問わず現場で求められる役割は増加しています。限られた人員で質の

高い工事を着実に進めるためには、書類業務を含めた業務全体の効率化が不可欠です。  

  

こうした状況を踏まえ、JKK東京では、工事書類の簡素化にとどまらず、受発注者

間における役割分担の明確化やコミュニケーションの円滑化など、工事運用全体の見

直しに取り組んでいます。  

 

本ガイドは、「必要なものを、必要な粒度で、分かりやすく」を基本方針とし、工

事書類の位置づけや運用ルールを整理することで、過度な書類作成や確認作業を削減

するとともに、手戻りの防止や意思決定の迅速化を図り、受発注者双方の生産性向上

を目指すものです。  

   

受注者の皆さまには、日頃より安全で丁寧な施工に取り組んでいただき、改めて感

謝申し上げます。本ガイドが、業務負担の軽減と工事の円滑な推進に少しでも寄与

し、より良い協働の一助となるよう、JKK東京は工事書類の電子化や建設分野のＤＸ

化を推進し、円滑な施工及び受発注者双方の業務軽減の取り組みを進めてまいりま

す。  

 

  

令 和 ８ 年 ７ 月 

技 術 管 理 部 
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２.１ 取組の視点❶（受注者と発注者の適切な役割分担）  

 

２ 具体的取組  

2.1.1 受注者及び発注者の役割と分担の明確化  

• 自ら作成すべき書類・資料は、責任をもって作成する。 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

2.1.2 工事関係書類の統一  

• 工事関係書類の作成及び提出は、「工事関係書類一覧表（公社指定書式）」による。  

※ 「工事関係書類一覧表（公社指定書式）」は、P10による  

※ 公社指定書式は、こちらからダウンロードできます  

       https://www.to-kousya.or.jp/keiyaku/kakushuyosiki/index3.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受注者の役割（例）】  

• 工事のお知らせ（自治会、住民等）  

• 工事に必要な手続き（道路使用許可申

請、機械等設置届、特定建設作業届な

ど）  

• 設計図書、条件明示から施工内容の変更

による協議資料 

 

   

【発注者の役割（例）】  

• 事業に関する関係機関協議のための 

資料作成、手続き 

• 事業説明資料（自治会、住民等）  

 

 

 

 

 

 受注者 発注者 
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2.3.2 施工計画書  

• 施工計画書は、工事種別毎に監督員が指示する時期までに提出する。 

• 受注者は、工事着手前に施工計画書を提出する。 

• 品質計画に係る部分については、監督員の承諾が必要。 

• 未確認事項がある場合は、当該工種の施工計画書、施工要領書等は、工事内容が確定後、

着手前までに提出すればよい。 

• 変更施工計画書は、施工計画に大きく影響しない場合は提出不要とする。 

• 数量のわずかな増減等の軽微な変更で施工計画に大きく影響しない場合については、新

たに変更施工計画書の作成、提出は不要とする。 
 

 

• 変更施工計画書は、変更のみ抜粋して提出する。 

• 変更が生じないページの提出は不要とする。 

• 項目追加等によるページ番号、項目番号等の修正を行う必要はない。 

 
 

2.3.3 施工体制台帳  

• 施工体制台帳等の作成、提出は建設業法に基づき必要最小限とする。  

• 施工体制台帳・再下請負通知書・施工体系図・作業員名簿は、建設業法に基づき作成するもの

とし、任意の様式で提出するものとする。 

• 工事の下
．
請負契約に該当しない
．．．．．．．．．．

測量などの調査業務、運搬業者などの作成は不要であ

る。 

• 警備業者については、体制把握のため施工体制台帳の作成及び施工体系図に一次下請負

人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期を記載する。 

• 作業員名簿の変更は、他様式の変更にあわせて提出すればよい。（資格証等は不要）  

 

■ 軽微な変更（例）  

• 工期のわずかな増減 （施工体制台帳等は除く） 

• 施工方法の変更を伴わない工事中のわずかな数量変更  
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２.４ 取組の視点❹（電子データの活用によるペーパーレス化）  

２.５ 取組の視点❺（情報通信機器の活用により、会議を効率化）  

2.4.1 CORINS（コリンズ）登録 

• コリンズ登録は、書類による確認は行わない。  

• 受注者は登録後に発注者へ確認依頼を行い、発注者は登録内容を Web（オンライン）

上で確認する。  

• 監督員は登録を認める旨のメールを受注者に送付する。 

• 監督員は受注者に対して、印刷した書類の提示・提出を求めない。  

• 変更時と工事完成時の間が 10 日間（「東京都の休日に関する条例」第１条第１項に

規定する東京都の休日等を除く）に満たない場合は、変更時の登録申請を省略でき

る。 

 
 

2.4.2 検収検査（完了検査）  

• 検査書類は、ペーパーレス化のため、電子データの活用を推進する。 

• 検査における電子データの取扱い等は、「東京都住宅供給公社電子納品運用ガイドラ

イン」によるものとする。 

 
 

2.4.3 引渡し書類  

• 竣工書類（成果品）は、電子データも可能とする。  

• 竣工書類（成果品）は、電子納品運用ガイドラインに則り納品する。  

• 電子媒体（CD-R 等）に格納して提出する。  

 

 
 

 

2.5.1 会議のデジタル化  

• 会議資料は原則電子データとし、Web 会議システムを活用する。 

ただし、対面打合せが望ましいと判断される場合はこの限りではない。  

• 説明資料の電子データを事前に共有したうえで、

会議は大型モニターや Web 会議システムを活用

することで、ペーパーレス化を図る。  

• 電子データが困難な場合は、紙で用意する資料の

種類、部数をできるだけ削減する。  

• 説明資料は既存の協議･照査資料の活用に努め、

詳細図面や写真等に代えて動画の活用も可とする。  
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  ３ 必要書類  

• 工事書類様式の見直し、削減を実施する。 

• JKK東京では令和2年度以降、受注者の負担軽減や業務効率化等を目指して、工事書類

様式の削減を実施している。今後も必要に応じて適宜見直しを行い、削減を検討して

いく。 

• 下表中において灰色で表示し、様式番号及び名称が黒字で取消線を付したものがこれ

まで削減したもの、赤字で取り消し線を付したものはR8年度で削減したものである。 

 

 

■ 工事関係書類一覧表（公社指定書式） 
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